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事業の譲受けに関するお知らせ 

 
 

 当社は、平成 19 年７月 10 日開催の当社取締役会において、平成１９年１０月１日をもって住

友軽金属工業株式会社（コード番号５７３８、東証第１部・大証第１部）の１００％子会社であ

ります新日東金属株式会社の全事業（伸銅品製造・販売）を譲受けることを決議いたしましたの

で、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．事業譲受けの理由 

当社は、黄銅棒・線事業および精密部品事業を営んでおります。主力事業である黄銅棒の業界

におきましては、価格競争が厳しく、また、今後近隣諸国からの輸入急増が予想されています。

この度、当社は、新日東金属株式会社の伸銅品製造・販売事業を譲受けることによってシナジー

とスケールメリットを追求し、コストダウンを図ることで国際競争力の強化を目指すものであり

ます。なお、今回の事業譲受けにより、当社の黄銅棒生産は、高岡工場（富山県高岡市）、砺波工

場（富山県砺波市）、新日東工場（茨城県石岡市）の３工場体制となり、地震等の自然災害による

生産障害リスクを分散し、供給体制を安定化させるメリットがあります。また、国内シェアは約

３３％（第１位）となります。 
 

２．事業譲受けの内容 

(１)譲受事業の内容 
新日東金属株式会社の全事業（伸銅品製造・販売）を譲受けの対象とします。 

(２)譲受事業の経営成績 

 平成１９年３月期 
売 上 高 ２０，８０７百万円 
営 業 利 益 ４１６百万円 
経 常 利 益 ２７８百万円 

 



(３)譲受け資産の価額 

譲受け資産の価額は 約３５億円ですが、譲受け日現在の資産状況により調整を行います。

決済は現金で行います。 
 

３． 譲受会社の概要 

(１)名    称        新日東金属株式会社 

(２)主な事業内容        伸銅品製造・販売 

(３)設 立 年 月日              平成１４年９月６日 

(４)本 店 所 在地              東京都千代田区岩本町１丁目１１番２号 

(５)代 表 者               取締役社長  平賀 実 

(６)資  本  金        ４５０百万円 

(７)従 業 員 数              １０９人 

(８)大株主構成および持株比率  住友軽金属工業株式会社（１００％） 

(９)当社との関係        資本的関係、人的関係及び取引関係について、当社との関係

はありません。 
 

４．日程 

 平成 19 年 7 月 10 日 事業譲受け契約締結(取締役会決議) 

 平成 19 年 9 月 14 日        事業譲受け承認臨時株主総会 

平成 19 年 10 月 1 日 事業譲受け期日（予定） 

 

５．会計処理の概要 

企業結合に係る会計上、取得に該当するもので、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」に基づき処理します。 

 

６．今後の見通し 

○譲受け後の業績見通し 
 平成２０年３月期 

売 上 高 ５５，３００百万円(９，８００百万円)

営 業 利 益 １，０００百万円    (０百万円)

経 常 利 益 ９００百万円    (０百万円)

当 期 純 利 益 ５００百万円    (０百万円)

１株当たり年間配当金 ６円００銭 
（注）（   ）内は譲受けによる影響見込み額であります。 

○譲受け後の連結業績見通し 
 平成２０年３月期 

連 結 売 上 高 ５４，８００百万円(９，８００百万円)

連 結 営 業 利 益 １，１００百万円    (０百万円)

連 結 経 常 利 益 １，０００百万円    (０百万円)

連 結 当 期 純 利 益 ６００百万円    (０百万円)

（注）（   ）内は譲受けによる影響見込み額であります。       



今回の事業譲受けに伴い平成 19 年 5 月 17 日の決算発表時に公表しました業績予想につ

いて、上記のとおり修正いたします。 
なお、利益につきましては、償却資産の減価償却費が新定率法の適用となり初年度にお

いて減価償却費の負担が大きいことから、利益は増加しませんが、次年度以降、この売上

高増加分に対して利益を確保する見込みであります。  
以  上 


